
島田市行政経営戦略行動計画(島田市行政経営戦略行動計画(島田市行政経営戦略行動計画(島田市行政経営戦略行動計画(H27H27H27H27～～～～H29)H29)H29)H29)

１１１１　　　　市市市市のののの経営方針経営方針経営方針経営方針にににに基基基基づきづきづきづき行政運営行政運営行政運営行政運営するするするする仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの構築構築構築構築

(1) 経営方針(1) 経営方針(1) 経営方針(1) 経営方針のののの設定設定設定設定

①①①①市市市市のののの経営方針経営方針経営方針経営方針のののの設定設定設定設定　　　　

27年度 28年度 29年度

実施計画策定作業に併せ、経

営方針を設定するスキームを

確立する。

平成27年度については、実施計画の策定作

業の中で平成28年度経営方針を策定してい

く手順を示したところである。作業内容を検

証し、平成27年度中の「策定方法」の確立を

目指す。

次年度以降はＰＤＣＡを回しながら改善を図

る。

平成28年度経営

方針の策定

策定方法の確立

平成29年度経営

方針の策定

策定方法の改善

平成30年度経営

方針の策定

策定方法の改善

27年度　策定方法の確

立

秘書政策

課・経営管

理課

②②②②市市市市のののの経営方針経営方針経営方針経営方針にににに基基基基づくづくづくづく部部部部・・・・課課課課のののの方針方針方針方針のののの設定設定設定設定　　　　③③③③課課課課のののの方針方針方針方針にににに基基基基づくづくづくづく個人目標個人目標個人目標個人目標のののの設定設定設定設定

27年度 28年度 29年度

総合計画に掲げる将来像を実

現するため、市の経営方針を

部、課に展開し、課の方針に基

づき職員一人ひとりが個人目

標を設定する仕組みを構築す

る。

他の自治体の事例を調査・研究してシステ

ムを設計する。

平成29年４月試行

他市の事例調

査・研究

システム設計・試

行準備

試行 29年度　試行

秘書政策

課・経営管

理課

(2) 方針(2) 方針(2) 方針(2) 方針をををを管理管理管理管理するするするする仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり

①①①①部部部部・・・・課課課課のののの方針方針方針方針、、、、職員職員職員職員のののの目標目標目標目標をををを管理管理管理管理するするするする仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの構築構築構築構築

27年度 28年度 29年度

市の経営方針を展開する行政

運営の仕組みにおける目標、

方策を管理し、ＰＤＣＡサイクル

を回す仕組みを構築する。

他の自治体の事例を調査・研究してシステ

ムを設計する。

平成29年４月試行

他市の事例調

査・研究

システム設計・試

行準備

試行 29年度　試行

経営管理

課

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

1

工程表

担当課目標№

№ ３年間の具体的な取組 目標

取組内容 ３年間の具体的な取組

2

3

担当課

工程表

取組内容
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②トータルシステムの②トータルシステムの②トータルシステムの②トータルシステムの構築構築構築構築にににに向向向向けたけたけたけた研究研究研究研究

27年度 28年度 29年度

方針を管理する行政経営シス

テムと人事評価や事務事業評

価、予算などを連動させる「トー

タルシステム」の構築について

研究する。

方針を管理する行政経営システムを構築す

るにあたり、人事評価制度との連動を図りな

がら構築を進めていく。また、その他の制度

との連動についても研究を進めていく。

他市の事例調

査・研究

人事評価制度と

連動した方針管

理システム設計・

試行準備

試行

その他の制度と

方針管理システ

ムの連動につい

て研究成果公表

29年度　研究成果公表

経営管理

課

２２２２　　　　人材育成人材育成人材育成人材育成のののの推進推進推進推進

(1) 意識改革(1) 意識改革(1) 意識改革(1) 意識改革とととと意欲意欲意欲意欲のののの喚起喚起喚起喚起

①①①①職員意識調査職員意識調査職員意識調査職員意識調査のののの実施実施実施実施とととと分析分析分析分析・・・・活用活用活用活用

27年度 28年度 29年度

業務に対する職員の意識調査

の実施

職員意識調査を実施して、結果を人事評価

制度、公平・公正な人事異動、職員研修に

反映させて、意識改革を促すとともに、意欲

的に業務に取り組む意識を養う。

意識調査実施

結果検証

結果を人事評価

制度等に反映

意識調査実施

結果検証

職員意識調査を実施し

て、結果を人事評価制

度、公平・公正な人事異

動、職員研修に反映させ

る。

経営管理

課

②②②②目標管理目標管理目標管理目標管理によるによるによるによる人事評価制度人事評価制度人事評価制度人事評価制度のののの構築構築構築構築

27年度 28年度 29年度

新人事評価制度の正式導入

平成26年５月の地方公務員法の一部改正

により、人事評価制度が正式導入されること

となった。そのため、平成27年度には新人事

評価制度を策定し、全職員へ周知する。そ

のうえで、平成28年度から正式導入する。

人事評価制度の

策定

全職員、臨時職

員、嘱託員への

周知

導入 継続実施 28年度　正式導入 人事課

取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

5

6

№ 目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

4

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

担当課

工程表

担当課

工程表

担当課
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③③③③公平公平公平公平・・・・公正公正公正公正なななな人事異動人事異動人事異動人事異動のののの実施実施実施実施

27年度 28年度 29年度

職員意向調査を踏まえた人事

異動を実施する。

人事異動には、所属の意向だけでなく、職員

の意向についても最大限配慮することを基

本としている。職場には人間関係で悩む職

員もおり、全体のバランスを考慮することを

優先している。このため異動先希望達成率

60％は妥当であると考える。意向調査書の

提出率を向上させることで、職員の意向を強

く反映することができる。

所属ヒアリング実

施

職員意向調査実

施

継続実施 継続実施

職員意向調査  異動先希

望達成率60％（27年度）

職員意向調査　提出率

85％（27年度）

人事課

④  ④  ④  ④  職員研修職員研修職員研修職員研修のののの見直見直見直見直し・し・し・し・充実充実充実充実

27年度 28年度 29年度

年間研修計画に沿った研修の

実施

毎年職員研修計画を策定し、自主研修、職

場実務研修、職場外研修を実施している。

職場実務研修では、庁内実務研修として、

会計事務や契約事務等実務を学ぶ研修だ

けでなく、地方創生等の新鮮な話題を時期

を得て行うとともに、職員のプレゼンテーショ

ン能力の向上も併せて目的としていく。

職場外研修では、定例の階層別研修だけで

なく、市町村アカデミー等派遣研修に加え、

講演会研修として「時局講演会」を開催し、

潮流を知る組織風土の醸成に取り組むもの

とする。

自主研修

職場実務研修

職場外研修

継続実施 継続実施

庁内実務講座

開催回数

10回／年間

参加人数

500人／年間

人事課

⑤  キャリアデザインの⑤  キャリアデザインの⑤  キャリアデザインの⑤  キャリアデザインの作成作成作成作成

27年度 28年度 29年度

自らの経験やありたい将来像

について考慮しながら、自らの

職務を形成する職員を育成す

る。

主査級及び主事級職員40人を対象（公募及

び指名制）にキャリアデザインに関する研修

を実施する。

研修実施 継続実施 継続実施

キャリアデザイン研修を

実施する。

人事課

取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

№

工程表

取組内容 ３年間の具体的な取組

担当課

担当課

7

9

担当課

8

№ 目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表
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(2) 資質(2) 資質(2) 資質(2) 資質のののの向上向上向上向上とととと多様多様多様多様なななな人材人材人材人材のののの活用活用活用活用

①①①①人材育成基本方針人材育成基本方針人材育成基本方針人材育成基本方針にににに基基基基づくづくづくづく職員職員職員職員のののの養成養成養成養成

27年度 28年度 29年度

島田市人材育成基本方針に基

づく、求められる職員像の育成

を行う。

研修により島田市人材育成基本方針に基づ

く求められる職員像の育成を実施する。ま

た、平成28年度新人事評価制度の正式導

入にともない、職員研修への参加を評価の

対象として位置づける。

職員研修の実施

人事評価制度と

のリンク

新人事評価制度

の正式導入

継続実施

人材育成基本方針と人

事評価システムをリンク

させる。

人事課

庁内に危機管理ノウハウが発

揮できるキーマンを育成する。

危機管理に関する知識や技能を習得させる

ため、座学やグループワーキングでの具体

的な事例研究といった、年間12回程度のカ

リキュラムに基づく、防災マイスター養成講

座を開講する。

防災マイスター養

成講座の開講

継続実施 継続実施

継続事業に位置付け、庁

内により多くの防災マイ

スターを育成する。

危機管理

課

②②②②民間企業民間企業民間企業民間企業とのとのとのとの人事交流人事交流人事交流人事交流、、、、他団体他団体他団体他団体へのへのへのへの職員職員職員職員のののの派遣派遣派遣派遣

27年度 28年度 29年度

保育士の資質と保育行政の向

上のため、民間保育園と人事

交流を行う。

公立、民間保育園におけるそれぞれの良さ

を認識し、派遣交流後にはその知識、技術、

人脈等を活かすことで双方の資質向上も目

指す。

人事交流 継続実施 継続実施

毎年１人  民間保育園と

人事交流を行う。

人事課

③③③③業務業務業務業務にににに関関関関するするするする資格取得資格取得資格取得資格取得へのへのへのへの支援支援支援支援

27年度 28年度 29年度

通信教育受講者に対して受講

料援助を行う。

受講料の１／２相当額を援助する。（２万円

を限度）

受講料援助 継続実施 継続実施

一人でも多くの職員が受

講できるよう引き続き啓

発する。

人事課

３年間の具体的な取組 目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

№ 取組内容

工程表

担当課

工程表

担当課

工程表

担当課

13

12

10

11

4/36



④④④④任期付採用制度任期付採用制度任期付採用制度任期付採用制度によるによるによるによる専門職専門職専門職専門職のののの任用任用任用任用・・・・活用活用活用活用

27年度 28年度 29年度

行政ニーズの多様化、高度化

や業務量の増大化に対応する

とともに、既成概念に捉われな

い事業を展開し他団体との差

別化を図るため、高度で専門的

な知識を有する任期付職員を

採用する。

新たな事業展開や組織強化のために必要な

能力を有する人材を登用する。

４人採用 未定 未定

職員定員管理計画を踏

まえ、職員の採用と併せ

て必要数確保する。

人事課

⑤⑤⑤⑤再任用制度再任用制度再任用制度再任用制度のののの有効活用有効活用有効活用有効活用

27年度 28年度 29年度

行政ニーズの多様化、高度化

や業務量の増大化に対応する

ため、定年退職後の職員につ

いても、その技術等を活かすべ

く再任用する。

業務の改廃や職員採用数に影響するため、

当面は、必要数を補完する採用とする。

９人採用 未定 未定

職員定員管理計画を踏

まえ、職員の採用と併せ

て必要数確保する。

人事課

(3)適切(3)適切(3)適切(3)適切にににに評価評価評価評価するするするする人事人事人事人事のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり

①①①①職員職員職員職員のののの能力能力能力能力やややや業績業績業績業績などをなどをなどをなどを適切適切適切適切にににに処遇処遇処遇処遇やややや人事人事人事人事にににに反映反映反映反映させるさせるさせるさせる人事評価制度人事評価制度人事評価制度人事評価制度のののの構築構築構築構築

27年度 28年度 29年度

新人事評価制度の正式導入

（再掲）

平成26年５月の地方公務員法の一部改正

により、人事評価制度が正式導入されること

となった。そのため、平成27年度には新人事

評価制度を策定し、全職員へ周知する。そ

のうえで、平成28年度から正式導入する。

人事評価制度の

策定

全職員、臨時職

員、嘱託員への

周知

導入 継続実施 28年度　正式導入 人事課

②②②②職職職職のののの公募公募公募公募によるによるによるによる人事異動人事異動人事異動人事異動のののの実施実施実施実施 　　　　

27年度 28年度 29年度

実施の可能性について調査研

究する。

組織編成、業務再配分、新規事業導入時等

にその効果を発揮させる手法として公募を

検討する。

調査研究 継続実施 継続実施 調査研究する。 人事課

担当課

-

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

№ 取組内容 目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

工程表

担当課

担当課

15

14

担当課

16

３年間の具体的な取組

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

目標

工程表

5/36



①①①①総合計画総合計画総合計画総合計画のののの施策体系施策体系施策体系施策体系にににに合致合致合致合致したしたしたした組織組織組織組織づくりづくりづくりづくり　　　　②②②②総合計画総合計画総合計画総合計画のののの各施策各施策各施策各施策のののの目的目的目的目的にににに沿沿沿沿ったったったった組織組織組織組織へのへのへのへの再編再編再編再編

27年度 28年度 29年度

総合計画の施策体系・目的に

合致した組織づくり

毎年、各課とのヒアリングを行い、課題解決

するとともに政策推進型の行政運営体制へ

の転換、外部環境変化への対応、市民に

とっての利便性の向上を図っていく。

各課とのヒアリン

グ

継続実施 継続実施

総合計画の施策体系と

目的に沿った組織へ再

編する。

経営管理

課

27年度 28年度 29年度

事務能率向上と意思決定の迅

速化を図るため規程の見直し

を行う。

行政経営会議規程及び庁議等に関する規

程の見直しを行い協議事項について付すべ

き会議を明確化し事務能率向上と意思決定

の迅速化を図る。また、決裁権限の委譲を

目的に専決規程を見直す。

平成29年度見直し、平成30年４月施行

規程の見直し 29年度　規程の見直し

経営管理

課

27年度 28年度 29年度

当初予算編成における予算の

枠配分について検討する。

枠配分方式を採用している団体の事例につ

いて調査研究し、本市における当該方式の

採用の可否を判断する。

枠配分採用の可

否を判断

29年度までに採用の可

否を判断する。

財政課

27年度 28年度 29年度

人事異動について、一定の部

署に人員を配置させるための

権限を与えることを検討する。

検討する。 検討する 検討する 検討する

実施に向け可能かどうか

検討する。

人事課

担当課

担当課取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

20

取組内容

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

３３３３　　　　組織力組織力組織力組織力のののの強化強化強化強化

(1)総合計画(1)総合計画(1)総合計画(1)総合計画とととと組織組織組織組織のののの整合整合整合整合

目標

工程表

17

①①①①意思決定意思決定意思決定意思決定のののの仕組仕組仕組仕組みのみのみのみの見直見直見直見直しししし　　　　②②②②決裁権限決裁権限決裁権限決裁権限のののの委譲委譲委譲委譲

③③③③予算予算予算予算のののの枠配分枠配分枠配分枠配分のののの検討検討検討検討

④④④④人員人員人員人員のののの枠配分枠配分枠配分枠配分のののの検討検討検討検討

目標

(2)組織内分権(2)組織内分権(2)組織内分権(2)組織内分権のののの推進推進推進推進

18

№

担当課

19

№

枠配分方式を採用している団体の

調査研究

№ 取組内容

工程表

３年間の具体的な取組

３年間の具体的な取組
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27年度 28年度 29年度

まちづくり支援事業交付金事業

平成27年度は、各課に自課に関連する事業

の把握と市民団体関係者との意見交換をし

てもらうため事業報告会への参加を求める。

所管課と市民団体との関わり方、予算措置

等について検討を行い、要綱改正等必要な

事務手続きを行う。予算措置などの条件が

クリアできた場合は、平成28年度から新たな

体制により事業実施をする。

事業報告会

翌年度分予算要

求

翌年度以降の所

管課での予算措

置の可能性検討

継続して検討

（調整済の場合）

所管課へ移譲

申請事業に関連する所

管課と事業実施団体との

連携により、市独自では

効果・実績を出すまでに

時間や予算がかかるな

どの問題の解消を図り、

併せて市民団体の活動

内容を把握し連携しなが

ら事業をすることにより協

働のまちづくりを推進す

る。

協働推進

課

自治会役員への女性参画を推

進する補助金交付要綱の制定

平成27年度は補助金交付要綱を制定し、各

自治会へ周知を図る。

平成28年度から実施し、自治会へ女性の登

用を呼びかけつつ平成30年度まで継続実施

する。

補助金交付要綱

制定

各自治会への周

知

要綱の施行 継続実施

自治会が自主的に役員

組織を再構築し、女性の

役員を継続登用する自

治会への補助金制度を

創設し、地域における男

女共同参画推進を図る。

協働推進

課

社会保障・税番号（マイナン

バー）制度の導入に的確に対

応する。

住民情報システムの改修を滞りなく進めるた

め、作業スキームを策定して作業を進める。

セキュリティ対策については、平成27年７月

に地方公共団体情報システム機構が提示す

るガイドラインに則り、セキュリティを強化す

る。平成28年からは市のシステム間の連携

テスト、中間サーバ・プラットフォームや情報

提供ネットワークシステムとの連携テスト・総

合運用テストを実施し、平成29年７月からの

情報連携の開始に備える。

社会保障・税番号制度の

的確な運用

総務課

工程表

担当課№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

21

22

23

(3)横断的行政課題(3)横断的行政課題(3)横断的行政課題(3)横断的行政課題へのへのへのへの対応対応対応対応

①①①①横断的横断的横断的横断的ｸﾞﾙｰﾌﾟでのｸﾞﾙｰﾌﾟでのｸﾞﾙｰﾌﾟでのｸﾞﾙｰﾌﾟでの調査調査調査調査・・・・研究研究研究研究のののの推進推進推進推進　　　　②プロジェクトチームの②プロジェクトチームの②プロジェクトチームの②プロジェクトチームの有効活用有効活用有効活用有効活用

市のシステム間の

連携テスト

情報提供ネットワークシステム等

との連携テスト・総合運用テスト

システム改修 H29.７情報

連携開始
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障害福祉サービスと介護保険

サービスの連携、円滑移行

担当者が双方の制度について理解を深める

ため勉強会等を開催する。

具体的なケースについては、連携をもって対

応する。

具体的なケース対応等により、効率的な対

応の仕組みを検討し構築する。

勉強会

具体的ケースへ

の連携対応の実

践（試行）

仕組みの検討 実践

65歳に到達する障害福

祉サービス利用者に対し

て、過不足のないサービ

スを提供していくととも

に、本人の手続きの効率

化を図るための仕組み

を、関係課で検討のうえ

構築する。

長寿介護

課・福祉課

国指定史跡・島田宿大井川川

越遺跡の保存・管理・整備・活

用事業

川越遺跡整備委員会による協議及び庁内

横断的グループによる調査研究等に基づ

き、28年度までに川越遺跡整備基本構想を

策定し、30年度までに川越遺跡整備基本計

画を策定する。

川越遺跡整備基

本計画策定（30

年度まで）

川越遺跡の保存・管理・

整備・活用に向けての整

備基本構想、整備基本

計画の策定

文化課

27年度 28年度 29年度

平成27年度の実施計画の策定

作業に併せて、掲載事業ごとに

成果目標値を設定する。

平成27年度後半からはじまる

第二次総合計画策定作業の中

で、新しい評価項目、指標につ

いて検討を進めていく。

第一次総合計画における行政主導の「めざ

そう値」の設定経過を踏まえ次期総合計画

への成果目標の設定作業では、住民意見を

重視しながら進めていく。

各事業において、１～２

の成果指標を設定する

（27年度実施計画）

併せて、秘書政策課にお

いて成果指標の適否を

判断する。

秘書政策

課

24

①①①①次期総合計画次期総合計画次期総合計画次期総合計画へのへのへのへの成果目標成果目標成果目標成果目標のののの設定設定設定設定　　　　②②②②実施計画実施計画実施計画実施計画へのへのへのへの成果目標成果目標成果目標成果目標のののの設定設定設定設定

(1)行政評価制度(1)行政評価制度(1)行政評価制度(1)行政評価制度のののの創設創設創設創設

工程表

担当課

26

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

25 川越遺跡整備基本構想策定

４４４４　　　　効率的効率的効率的効率的・・・・効果的効果的効果的効果的なななな行政運営行政運営行政運営行政運営のののの推進推進推進推進

実施計画における

成果目標値の設定

次期総合計画策定作業

における成果目標の設定
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27年度 28年度 29年度

事務事業評価制度を創設す

る。

平成28年度までを事務事業評価制度の研

究期間とし、平成29年度に創設する。創設し

た評価制度を次期総合計画基本構想に反

映させる。

評価制度研究 評価制度研究

評価制度創設

総合計画に反映

29年度　制度の創設

経営管理

課

27年度 28年度 29年度

第三者による事務事業評価制

度を調査・研究する。

事務事業評価制度については、平成28年度

までを事務事業評価制度の研究期間とし、

平成29年度に創設するが、併せて事務事業

評価に第三者が関与する制度について調

査・研究をしていく。

評価制度研究 評価制度研究 研究成果公表 29年度　研究成果公表

経営管理

課

27年度 28年度 29年度

実質的なマニュアルの整備によ

り、体制の強化を図る。

マニュアルを作成し、職員同士見直し改定し

ていく。

マニュアルを作成

見直し、改訂、追

加

見直し、改訂、追

加

事務の目的・概要、対応

方法、電算入力手順等、

事務が簡潔にわかるマ

ニュアルを作成し、効率

的な事務執行と個人負

担の軽減を図る。

川根地域

総合課

金谷南地

域総合課

金谷北地

域総合課

28

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

27

目標

③③③③事務事業評価制度事務事業評価制度事務事業評価制度事務事業評価制度のののの創設創設創設創設

工程表

担当課

目標

工程表

担当課

目標

工程表

担当課

29

(2)業務(2)業務(2)業務(2)業務のののの標準化標準化標準化標準化

①①①①作業手順書作業手順書作業手順書作業手順書のののの作成作成作成作成とととと活用活用活用活用　　　　②②②②作業手順書作業手順書作業手順書作業手順書のののの定期的定期的定期的定期的なななな見直見直見直見直しししし

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

④④④④第三者第三者第三者第三者によるによるによるによる事務事業評価制度事務事業評価制度事務事業評価制度事務事業評価制度のののの調査調査調査調査・・・・研究研究研究研究

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組
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27年度 28年度 29年度

職員の改善意識を促し、業務

改善を推進する。

平成27年度は、現行の職員提案規程におい

て提案の制限とされている「他人の創意又

は考案によるもの」を削除し、過去の事例や

他市の改善例等を参考に、身近な改善から

取り組めるよう制度を変更する。また、業務

改善ハンドブックの活用を促し、ひとり１提案

以上を目指し取り組みを進める。（取り組み

単位は個人でもグループでも可）平成28年

度以降も引き続き取り組む。毎年、取り組み

結果を検証し、職員の改善意識が定着する

よう制度の見直し等を検討し取り組んでい

く。

規程改正

ヒラメキ！改善運

動（職員提案制

度）実施

取り組み結果検

証

継続実施 継続実施

29年度

提案件数　120件

経営管理

課

65歳到達者説明会の見直し

他市等の状況を把握する。（説明会の実施、

制度の周知方法、問合せの状況等）

制度周知の代替方法を検討、決定する。

説明会の実施をやめた場合の影響の把握と

対応の検討。

説明会の実施をやめることについて市民へ

周知する。

他市等の状況把

握

代替方法の決定

中止の影響と対

応検討

周知

実施（中止）

代替周知方法の

実施

代替策の効果測

定

実施（中止）の評

価・検証

説明会の実施を止め、制

度の周知等について代

替方法により対応してい

く。

長寿介護

課

防犯灯電気料金補助金の支払

業務

平成27年度から128件の処理を11件に削減

する。（金谷地区を「金谷」と「五和」に分けれ

ば12件）

集約・起票事務 継続実施 継続実施

市内の11地区（第1～5、

六合、大津、北部、初

倉、金谷、川根）ごとに支

出負担行為伺を集約し、

支払業務の簡略化と併

せて地区ごとのデータ管

理を両立させる。

協働推進

課

31

32

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

(3)業務改善(3)業務改善(3)業務改善(3)業務改善のののの推進推進推進推進

①①①①業務改善業務改善業務改善業務改善ハンドブックのハンドブックのハンドブックのハンドブックの活用活用活用活用　　　　②②②②「「「「ヒラメキヒラメキヒラメキヒラメキ！！！！改善運動改善運動改善運動改善運動」」」」のののの推進推進推進推進

30
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27年度 28年度 29年度

新規事業を開始する際に、活

動目標や成果指標を設定し、

事前に効果予測を行うことで実

施の要否を判断する「事前評

価」の仕組みを構築する。

事務事業評価制度の構築と併せ、新規事業

事前評価システムの研究をし、平成29年度

にシステムを構築する。

評価システム研

究

評価システム構

築

29年度　システムの構築

経営管理

課

27年度 28年度 29年度

実施計画策定作業と予算編成

作業を合わせることで、現場サ

イドにおける事務の効率化を図

るとともに、全庁的かつトータル

的に、総合計画施策体系を強く

意識した行政運営を進める。

平成27年度については、実施計画の策定作

業の中で、平成28年度各部の経営戦略を策

定していく手順を示したところである。作業内

容を見直し、平成28年度の策定手法の確立

を目指す。

他市事例の研究

と庁内調整

＊先進市（滝沢

市）の視察など

試行 本格実施

28年度　試行

29年度　本格実施

秘書政策

課

27年度 28年度 29年度

ネーミングライツ制度を構築す

る。

平成27年度に制度を構築する。 制度構築 制度運用 継続実施 27年度　制度の構築

経営管理

課

ふるさと寄附金記念品送付事

業

平成27年度は、ふるさと寄附金事業のより

効率的な運営を行うために、専門業者に業

務委託を行う。これにより、より安心、安全を

考慮した記念品の手配が可能となる。また、

ポータルサイトへの商品掲載により、商品名

や企業名等の露出が増し、島田市の地場産

業をよりPRするチャンスとなり、島田市の魅

力アップに伴うふるさと納税者の増加を目指

す。

平成28年度以降も随時見直しを行い、ふる

さと寄附金事業を通じて島田市の魅力をPR

していく。

業者への業務委

託

記念品の随時見

直し

対外的な島田PR

推進

継続実施 継続実施

記念品を随時リニューア

ルし、魅力ある地場産品

を導入することにより、さ

らなる地域振興を目指

し、同時に島田市を応援

するふるさと納税者の増

加による、各種事業に充

当するための財源確保を

目指す。

協働推進

課

36

(4)新規事業事前評価(4)新規事業事前評価(4)新規事業事前評価(4)新規事業事前評価のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり

①①①①新規事業事前評価新規事業事前評価新規事業事前評価新規事業事前評価システムのシステムのシステムのシステムの構築構築構築構築

34

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

35

①①①①広告収入広告収入広告収入広告収入などのなどのなどのなどの新新新新たなたなたなたな自主財源自主財源自主財源自主財源のののの確保確保確保確保

目標

工程表

担当課

33

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

工程表

担当課

３年間の具体的な取組 目標

(1)多様(1)多様(1)多様(1)多様なななな収入収入収入収入のののの確保確保確保確保

②②②②実施計画実施計画実施計画実施計画とととと予算編成予算編成予算編成予算編成とのとのとのとの連携連携連携連携

５５５５　　　　財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化

№ 取組内容
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27年度 28年度 29年度

普通財産の売却処分や貸付け

を積極的に行う。

平成27年度に市有財産有効活用に関する

指針を作成するとともに、市有財産有効活

用検討委員会（構成：市職員のみ）を発足

し、様々な観点から未利用地の有効な活用

方法について検討していく。

未利用地の行政的な利用計画や売却可能

土地の選定、貸付料の改定などについて立

案・決定していく。

公共施設マネジメント及び固定資産台帳整

備と連動し、売却や貸付けが可能な財産を

リスト化していくとともに、財産の現況につい

ても詳細に把握していく。

指針作成

検討委員会発足

継続実施 継続実施

市有財産有効活用検討

委員会を発足し、未利用

地の今後の扱いについ

て検討していく。

耐震性が十分でない建

物の利用者に早期に退

去してもらうよう努める。

財政課

27年度 28年度 29年度

公の施設の使用料における受

益者負担の適正化を図る。

公の施設に係る受益者負担の基準案を作

成し、案により使用料の試算を行い、行政経

営会議等において、また、関係課等と協議

する。協議後、基準を作成し、基準に基づき

算定した使用料について、条例改正を行う。

使用料改定について、広報紙、HP、各施設

等において広報し周知を図る。平成29年４月

施行予定。

負担の公平性を確保するため、使用料の無

料・減免の取扱いについて、基準を作成す

る。

基準作成

条例改正

使用料改定周知

期間

４月使用料改定

29年度　受益者負担基

準が反映された使用料

に改定

経営管理

課

自治会長名簿の利用目的を明

確にするため、管理及び閲覧

の取扱いについて明確な要領

を定める。

平成27年度に連合会内での協議を経て取

扱要領を整備し、運用を開始する。

平成28年度以降は連合会の必要に応じて

見直し等を行う。

取扱要領の整備

継続運用

必要に応じて見

直し

継続運用

必要に応じて見

直し

27年度　自治会連合会

内での取扱要領の整備

協働推進

課

39

②②②②市有財産市有財産市有財産市有財産のののの有効活用有効活用有効活用有効活用

③③③③既存無料既存無料既存無料既存無料サービスのサービスのサービスのサービスの見直見直見直見直しししし

目標

工程表

担当課

目標

工程表

担当課

37

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

38
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27年度 28年度 29年度

住民参加型市場公募地方債

（公募市民債）による資金調達

手段について検討する。

公募市民債を活用した資金調達の有益性に

ついて調査研究し、平成29年度までに発行

の可否を判断する。

公募市民債の発

行の可否を判断

29年度までに発行の可

否を判断する。

財政課

①①①①公共施設等総合管理計画公共施設等総合管理計画公共施設等総合管理計画公共施設等総合管理計画のののの策定策定策定策定　　　　②②②②具体的具体的具体的具体的なななな取組取組取組取組をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための総合的総合的総合的総合的なななな計画計画計画計画のののの策定策定策定策定

27年度 28年度 29年度

老朽化が進行する公共施設の

維持管理・修繕・更新に関する

取組を総合的に実施するため

の一連の計画を策定する。

インフラ、プラント系施設等の保有状況に関

するデータについて、各施設を所管する部

署が管理する台帳等に基づき収集・整理す

る。

全ての公共施設について将来発生する費用

の予測を踏まえて公共施設等総合管理計画

案を作成し、庁内での検討、市民からの意

見募集を経て策定・公表する。

公共施設等総合管理計画に沿って、具体的

な取組を推進するための総合的な計画（推

進計画）案を作成し、庁内での検討、市民か

らの意見募集を経て策定・公表する。

公共施設を取り巻く環境の変化に応じ、策定

済の計画を適宜見直す。

28年１月　総務省指針に

基づき「公共施設等総合

管理計画」を策定

28年３月　「推進計画」を

策定

財政課

④④④④市民債市民債市民債市民債によるによるによるによる資金調達手段資金調達手段資金調達手段資金調達手段のののの検討検討検討検討

(2)公共施設(2)公共施設(2)公共施設(2)公共施設マネジメントのマネジメントのマネジメントのマネジメントの推進推進推進推進

取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

担当課

41

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

40

工程表

№

先進的な事例の調査研究

庁内検討

意見募集

①公共施設等総合

管理計画

データ収集

素案作成

公表

②推進計画

素案作成

庁内検討

意見募集

公表
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27年度 28年度 29年度

川根地区指定管理施設８施設

について、現指定管理(町内会

等)への移譲を推進する。

現指定管理者の代表者等に指定期間（2年

間）以後の更新が認められないこと、また、

市内の各地区集会施設の現状や公共施設

マネジメントの取組の推進(公共施設等総合

管理計画)を丁寧に説明し、協議・調整を行

いながら施設譲渡を推進する。

平成28・29年度　指定管理者（地元）との協

議・調整し理解を得る。

平成30年２月に各施設の設置条例廃止(案)

を上程、４月施行予定

指定管理更新

（選定・指定,公

示・協定の締結）

地元への経過説

明･意向確認

公共施設マネジメ

ントの取組(公共

施設総合管理計

画)確認→施設譲

渡手続きの確認

地元への経過説

明･意向確認

公共施設マネジメ

ントの取組(公共

施設総合管理計

画)確認→施設譲

渡手続きの確認

地元への経過説

明･意向確認

公共施設マネジメ

ントの取組(公共

施設総合管理計

画)確認→施設譲

渡手続き

施設設置条例及

び規則の廃止

川根地区指定管理施設

８施設は、特定地域のみ

で利用されている施設で

あることから、平成29年

度末までに現指定管理

者(地元町内会等)に譲渡

する。

川根地域

総合課

都市計画道路必要性再検証及

び道路整備プログラム策定

平成27年度に都市計画道路の再検証を実

施し、その結果を踏まえた道路整備プログラ

ムを策定する。

都市計画道路再

検証

道路整備プログラ

ムの策定

道路整備プログラ

ムに沿って都市

計画道路整備を

推進

継続実施

都市計画道路の必要性

再検証を行い、これを踏

まえた道路整備プログラ

ムを策定する。以後、道

路整備プログラムに沿っ

て、計画的な都市計画道

路の整備を推進する。

都市計画

課

27年度 28年度 29年度

トンネル、橋、道路附属物等の

点検、修繕を適正かつ効率的

に実施する。

５年に１度の定期点検が義務付けられたこと

を受け、平成26年度から市が管理する2.0m

以上の橋梁1,156橋について、５年間の点検

計画を作成するなかで、継続して業務委託

及び、市職員直営による橋梁点検を実施す

る。

平成24年度に策定した橋梁長寿命化修繕

計画に基づき、点検結果を反映させ、効率

的な維持管理を行うことで、長寿命化と費用

の軽減を図る。

業者委託：６０橋

直営点検：２０２

橋

業者委託：３６橋

直営点検：２２４

橋

業者委託：５３橋

直営点検：２２４

橋

橋梁点検実施計画に基

づき、工程表に掲げた橋

梁数の点検を確実に実

施する。

土木管理

課

③③③③公共施設公共施設公共施設公共施設のののの適正配置適正配置適正配置適正配置とととと整備整備整備整備

43

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

44

工程表

担当課

42

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

④④④④公共施設公共施設公共施設公共施設のののの長寿命化長寿命化長寿命化長寿命化　　　　⑤⑤⑤⑤公共施設公共施設公共施設公共施設のののの計画的計画的計画的計画的なななな維持維持維持維持・・・・管理管理管理管理
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道路、河川、橋梁、交通安全施

設の維持修繕

頻度の高いもの、毎年継続するものについ

ては、具体的な対応計画を作成する。地元

要望に関しても、優先順位を検討し、計画的

な維持修繕の対応をとる。

交通安全施設整

備

道路、河川維持

修繕

橋梁維持修繕

直営事業

継続実施 継続実施

内容によっては、緊急を

要する場合も想定される

ため、各施設の機能レベ

ルを著しく低下させること

の無いよう、応急措置を

含め、早期段階での仮復

旧、完全復旧を目途とす

る。

土木管理

課

現有市営住宅の長寿命化を図

り、計画的な維持管理を実施し

ていく。

平成27年度に伊太第三、第四住宅の屋上

防水工事を実施することから、平成28年度

から入居者募集を再開し、応募があり次第、

空き家の居住性向上改善工事を実施する。

募集については、広報紙、告示板、HP、各

支所等へのチラシ掲示等を実施し、随時入

居出来るよう待機募集の広報を実施してい

く。

伊太第三、第四

住宅屋上防水工

事

待機募集広報の

実施

伊太第三、第四

住宅居住性向上

改善

※応募者があり

次第、居住性向

上改善の実施

待機募集広報の

実施

伊太第三、第四

住宅居住性向上

改善

※応募者があり

次第、居住性向

上改善の実施

団地別・住棟別の活用方

針を定めた島田市営住

宅等長寿命化計画によ

り、ライフサイクルコスト

の削減を目指し、確実な

整備・改修を実施し、住

宅に困窮する低額所得

者のために、良質な住宅

の供給を図るため適正な

管理戸数を維持してい

く。

建築住宅

課

配水池の耐震化（６配水池）

平成27年度は、岡田配水池の耐震診断を実

施する。

平成28年度は、経年劣化による震災対策と

して、天神原配水池と神座配水池の設計を

計画する。

平成29年度は、引き続き天神原配水池の設

計と神座配水池の工事を計画する。

岡田配水池耐震

診断

天神原配水池設

計

神座配水池設計

天神原配水池設

計

神座配水池工事

水の供給を安定的に保

つため、計画的に配水池

の耐震化を進める。

水道課

老朽管の更新（天神原・旗指・

牧之原本線）

老朽化した配水管布設替工事を実施する。

主要な配水管（３年間の整備率：２７％）

H30以降

天神原　3,065m（残り59％）

旗指　10,520m（残り85％）

牧之原本線　400m（残り16％）

計　13,985m（残り73％）

配水管布設替工

事

天神原

290m

旗指

785m

牧之原本線

635m

計　1,710m

配水管布設替工

事

天神原

985m

旗指

450m

牧之原本線

900m

計　2,335m

配水管布設替工

事

天神原

830m

旗指

650m

牧之原本線

500m

計　1,980m

耐震管の更新により漏水

や止水を減少し、常時安

定した水を供給する。

水道課

45

46

47

48
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クリーンセンター施設の延命化

を行う。

平成27年度

循環型社会形成推進地域計画を策定し、国

に提出

平成28年度

基本設計及び生活環境影響調査の実施

平成29年度

発注支援業務を実施。業者提案型（プロ

ポーザル）等により、工事業者を決定

循環型社会形成

推進地域計画策

定

基本設計・生活

環境影響調査策

定

発注支援業務

32年度にリニューアルさ

れたクリーンセンターとし

て稼動する。

下水道課

養護老人ホーム「ぎんもくせい」

の長寿命化のためアンチエイジ

ング対策（予防保全）を行う。

老朽化が進み現時点で改修等が必要な個

所

[建物]

外壁の塗装改修

付属棟塗装改修

２人部屋間仕切壁他改修

[設備]

入水槽機械室緊急遮断弁取付

スチームコンベクションオーブン更新

２階入所者洗濯室排水管改修

空調機更新

大規模修繕の時期を建築から15年目の平

成28年度とし、平成27年度において目視及

び指定管理者からのヒアリング等により、建

物・設備について上記以外の不具合を洗い

出していく。その結果を踏まえ、改修・修繕

計画を策定し、28年度から計画的に実施し

ていく。

長寿命化のため

に修繕が必要な

個所や、備品の

耐用年数等を洗

い出し、検討、計

画を作成する。

［建物］

大規模改修、修

繕等

［設備］

買い替え、修理

［建物］

小規模改築、修

繕等

［設備］

修理

改修や更新の費用をでき

るだけ抑えるため、施設

の修繕や造り替えを中長

期的な視野で計画的に

実施することで長寿命化

を図る。（予防保全）

長寿介護

課

小、中学校施設の長寿命化計

画を策定する。

平成27年度中に策定する「第１期（H28～

H36）推進計画」に基づき、平成28年度に学

校施設の劣化状況実態調査を行う。平成29

年度、調査結果等に基づき、学校施設の修

繕・更新・統廃合に関する事業を実施するた

めの実施計画「学校施設長寿命化計画」を

策定する。

具体的な取組を

推進するための

総合的な計画（第

１期推進計画）の

策定【財政課】

学校施設の劣化

状況実態調査

【教育総務課】

学校施設長寿命

化計画の策定

【教育総務課】

29年度　学校施設長寿

命化計画の策定

教育総務

課

49

50

51
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文化施設の維持修繕事業

平成27年度中に策定する「第１期（H28～

H36）推進計画」に基づき、文化施設の在り

方について方向性を出していく。

平成28年度は、築後32年が経過するプラザ

おおるり、築22年が経過する夢づくり会館、

築21年が経過する川根文化センターの建物

総合診断を行い、平成29年度には修繕計画

を立てていく。

具体的な取組を

推進するための

総合的な計画（第

１期推進計画）の

策定【財政課】

プラザおおるり、

夢づくり会館、川

根文化センター

の建物総合診断

【文化課】

プラザおおるり、

夢づくり会館、川

根文化センター

の修繕計画【文

化課】

地域ごとに文化施設を持

つ当市の状況を踏まえ、

総合的な公共施設の在

り方を検討する中で、拠

点化や近隣自治体との

広域的利用など、今後の

文化施設の利活用の方

向性について検討してい

く。

３施設については、建物

総合診断を行い、修繕計

画を立てていく。

文化課

学校給食センターの長寿命化

を図る。

南部給食センターについて、平成27年度は

老朽化したボイラーの取替工事の発注や調

理室の空調設備設置等などの改修設計業

務委託の発注を行う。

平成28年度以降については、調理室の空調

設備の工事や耐用年数を過ぎている調理機

器等について優先度の高い物から更新を

行っていく予定である。

ボイラー取替工

事

改修設計業務委

託発注

空調設備等工事

調理機器更新

継続実施

安全・安心な学校給食の

提供、衛生管理の徹底

のため計画的に施設設

備改修及び更新を行って

いく。

学校給食

課

学校給食センターについて計

画的に維持・管理を行う。

中部給食センター

新規の施設・設備ではあるが、計画的に維

持・管理の業務委託を発注し、長期にわたり

良好な状態に保つ様にする。

南部給食センター

施設・設備の老朽化により機能不全とならな

いように、業務委託により適切な維持管理を

行っていく。

維持管理業務委

託

継続実施 継続実施

安全・安心な学校給食の

提供、衛生管理の徹底

のため計画的に施設・設

備の維持・管理を行って

いく。

学校給食

課

「お茶の郷」の県有化に向けた

推進

平成27年度中に、県、指定管理者等の関係

機関と移管に係る協議を行い、指定管理期

間短縮議案、財産処分議案等を上程し、平

成28年6月1日に県移管を完了する。

指定管理期間短

縮議案の上程

仮契約の締結

財産処分議案の

上程

本契約の締結

5月末まで運営し

た後に県へ施設

引渡し

「お茶の郷」の移管 農林課

53

52

54

55
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消防団詰所等の計画的な維持

管理を行う。

平成２７年度：毎年実施している詰所点検の

結果や各分団部からの要望を参考に、修繕

計画を策定する。

平成２８年度以降：予算を確保し計画的に修

繕工事を実施し、維持管理を行う。

修繕計画の策定

計画的な維持管

理

外壁塗装、雨漏り修繕、

トイレの衛生保持の３点

を優先し、年次計画を策

定し計画的に修繕し維持

管理に努める。

危機管理

課

対象施設の改修、更新により維

持管理費の軽減を図る。

公園施設の適正な維持管理に

努める。

平成23、24年度に策定した公園施設長寿命

化計画の点検結果に基づき、効率的な維持

管理により施設の長寿命化と費用の軽減を

図る。

15都市公園の遊具等の施設については、社

会資本整備総合交付金事業の長寿命化計

画（平成26年度～平成30年度）に基づき改

築、更新を行う。

公園施設の維

持・管理

公園施設の改

築・更新

継続実施 継続実施

都市公園施設の安全確

保等については、緊急か

つ計画的に実施し、子供

や高齢者を始め誰もが

安全で安心して利用でき

る遊具等の改修を推進

する。

市街地整

備課

27年度 28年度 29年度

「統一基準モデル形式」により

財務諸表を作成する。

平成27年度中に全ての固定資産について

データ化した台帳を整備し、平成28年度の

財務会計システム更新時までに開始貸借対

照表を作成できる環境を構築する。

平成29年度末までに平成28年度決算におけ

る財務諸表を作成、公表する。

固定資産台帳整

備

統一基準による

開始BSの作成

財務会計システ

ム更新

統一基準による

財務諸表の作成

29年度末までに「統一基

準モデル形式」により財

務諸表（28年度決算）を

作成する。

財政課

27年度 28年度 29年度

「島田市補助金等の適正化に

関する指針」に基づき全体的な

制度の見直しを実施する。

指針の見直しを行う。改訂した指針に基づ

き、全体的な制度見直しを実施する。結果に

基づき、要綱等の改正及び次年度の予算編

成に反映する。結果等について市民へ公表

する。

指針の見直し

指針に基づき検

証、見直し作業実

施

要綱等の改正

結果に基づき実

施

28年度に見直しを実施

し、29年度の予算編成に

反映する。

経営管理

課

目標

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組 目標

工程表

担当課

工程表

担当課

58

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

(3)効果的・効率的な財政運営

①新地方公会計制度への移行

②②②②補助金等補助金等補助金等補助金等のののの見直見直見直見直しししし

56

57

59
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補助金等の見直し

平成27年度中に要綱改正、自治会への制

度変更の趣旨説明・周知を行い、平成28年

度当初から改正後の要綱で運用する。

方針決定

要綱改正

自治会への周知

改正後の規定を

適用

改正後の規定を

適用

自治会活動活性化事業

費補助金のうち自治会運

営事業に係るものと文書

配布手数料を併せて交

付する手続きに変更し、

内容審査、交付決定・確

定通知発送業務、支払

業務に係る職員の手間と

時間の短縮及び自治会

役員の事務手続きの削

減を図る。

協働推進

課

補助金等の見直し

平成27年度中に各所属の意向確認及び整

理を行い、行政経営会議等必要な機関での

協議、手続き、自治会への周知等を経て、

29年度から実行する。

各課照会

方針決定

諸協議、手続き

自治会への周知

実施

自治会活動活性化事業

費補助金と文書配付手

数料以外に統合可能な

補助金はないか、また、

補助金交付事務そのも

のを協働推進課に移管

可能か各所属の意向を

確認し、補助金の統合や

交付事務の一本化（また

は窓口受付のみ一本化）

の方針を決定し、実行す

る。

協働推進

課

補助事業の見直し、適正化の

検討

平成27年度をもって「島田市勤労者教育資

金利子補給金」及び「島田市勤労者住宅資

金利子補給金」新規受付を廃止し、事業自

体の廃止を含めた見直しを行う。

島田榛北地区労働者福祉協議会と連携し、

新たな勤労者福祉施策の充実を図る事業を

平成28年度より実施する。

新規受付廃止

新たな勤労者福

祉施策の検討

新たな勤労者福

祉施策事業の実

施

継続実施

島田榛北地区労働者福

祉協議会と連携し、新た

な勤労者福祉施策を創

設する。

商工課

循環型社会形成推進交付金実

施計画の策定と補助要綱の見

直し

平成27年度

循環型社会形成推進交付金実施計画【平成

28年度～32年度】の策定。

合併処理浄化槽補助金交付要綱変更実施

平成28年度～平成29年度

合併処理浄化槽補助金事業実施

循環型社会形成

推進交付金実施

計画【平成28年

度～32年度】の

策定。

合併処理浄化槽

補助金事業実施

合併処理浄化槽

補助金事業実施

合併処理浄化槽設置を

推進することにより、生活

排水による公共用水域

の水質汚濁を防止する。

下水道課

61

60

62

63
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地域防災力を高めるために補

助総額と対象の適切化を図る。

地域防災力を高めるための補助対象メ

ニューを創設し、積極的な取組に対する十

分な支援を行うとともに、自主防災組織の資

機材や備蓄食料の購入に対する予算を確

保していく。

新補助対象メ

ニューの創設

実績に伴う必要

予算額の要求

補助対象メニュー

の実施検証・改

善

補助対象の適切

化

補助割合50％の

確保

補助対象の最適

化

補助割合50％の

確保

補助割合50％を確保す

る。

危機管理

課

27年度 28年度 29年度

公の施設の使用料における受

益者負担の適正化を図る。（再

掲）

公の施設に係る受益者負担の基準案を作

成し、案により使用料の試算を行い、行政経

営会議等において、また、関係課等と協議

する。協議後、基準を作成し、基準に基づき

算定した使用料について、条例改正を行う。

使用料改定について、広報紙、HP、各施設

等において広報し周知を図る。平成29年４月

施行予定。

基準作成

条例改正

使用料改定周知

期間

４月使用料改定

29年度　受益者負担基

準が反映された使用料

に改定

経営管理

課

通知カード及び個人番号カード

の再交付手数料に関する方針

及び金額の決定

徴収に関する方針の決定

再交付における手数料の額の決定

「個人番号カード」の有効期間満了に伴う更

新時の手数料について、国庫補助対象外と

なった場合は、新たに当該手数料の徴収に

関する方針を決定し、また、徴収することとし

た場合は手数料条例を改正する。

徴収に関する方

針の決定

手数料条例の改

正

継続実施

状況により、手数

料条例の改正

（項目の追加等）

継続実施

平成27年10月５日以降

に「通知カード」が送付さ

れるため、それまでに方

針を決定し、９月議会に

おいて手数料条例を改

正する。

市民課

27年度 28年度 29年度

行政運営にとって無駄のない

効率的な職員配置を行う。

職員配置について、例年７月８月に以後５年

間の職員配置に係るヒアリングを行う。

職員配置ヒアリン

グの実施

継続実施 継続実施

全体のバランスを考慮

し、必要な部署に最小で

最大の効果の必要人員

を配置する。

人事課

目標 担当課

-

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

③③③③使用料使用料使用料使用料、、、、手数料等手数料等手数料等手数料等のののの受益者負担受益者負担受益者負担受益者負担のののの適正化適正化適正化適正化

④人員配置の適正化

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

66

65

工程表

64
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27年度 28年度 29年度

新水道ビジョン及び水道事業経

営戦略の策定

28年度　委託会社の選定、契約アセットマネ

ジメント及び水道ビジョン等策定

29年度　審議会及びパブリックコメントの実

施

耐震化計画

アセットマネジメ

ント

水道ビジョン

経営戦略の策定

審議会

パブリックコメント

アセットマネジメントを策

定し、これに基づく水道ビ

ジョン及び経営戦略の策

定

水道課

簡易水道事業と上水道事業の

統合を図る。

老朽化した施設の調査を進め、実施設計、

整備を進める。

資産管理を整理

貸借対照表作成のための仕分作業

資産管理

貸借対照表の整

理

現地調査

認可業務

実施設計

上水道への経営統合前

に老朽化した施設の整

備を進める。

水道課

公共下水道事業の地方公営企

業法の適用を行う。

平成32年度予算決算からの法適化に向け

て、基礎調査・基本計画の策定を行う。策定

後、業務委託により資産調査及び評価を行

う。

基礎調査・基本

計画策定

資産調査及び評

価

32年度予算決算より地

方公営企業法適用事業

となる。

下水道課

島田市病院事業「経営計画（平

成27年度～平成30年度）」に基

づき、収支改善を図る。

経営企画課が全体を統括するバランスト・ス

コアカード（BSC）による目標達成の手法に

基づき、財務・患者・業務・学習と成長の４つ

の視点から整理し、戦略目標を掲げて進め

ていく。取り組みの進捗を確認するため、毎

年度院内においてBSCによる目標設定及び

実績の評価発表をしていく。

【財務の視点】1.収支改善／2.収益の増加／

3.費用の削減

【患者の視点】4.患者の増加／5.患者の満足

度上昇／6.在宅医療支援と地域包括ケアシ

ステム構築への協力

【業務の視点】7.人材の確保／8.医療の質向

上／9.業務の効率化／10.未収金対策強化

／11.診療圏域の拡大／12.病病・病診・病薬

連携の推進／13.病床機能報告制度による

病床機能の報告と検討／14.救急医療の維

持／15.災害医療の体制整備／16.広報の充

実／17.接遇改善／18.適正な人員配置／19.

新病院建設計画の着実な推進

【学習と成長の視点】20.職員の資質の向上

／21.職員のやる気向上／22.職場環境の改

善

BSCによる目標

設定と検証

経常収支比率

97.2％

職員給与対偉業

収益比率

57.3％

病床利用率

79.3％

紹介率

60.5％

患者1人1日当た

り入院収益

49,000円

患者1人1日当た

り外来収益

15,950円

BSCによる目標

設定と検証

経常収支比率

100.1％

職員給与対偉業

収益比率

54.1％

病床利用率

80.2％

紹介率

61.0％

患者1人1日当た

り入院収益

49,200円

患者1人1日当た

り外来収益

16,100円

BSCによる目標

設定と検証

経常収支比率

100.6％

職員給与対偉業

収益比率

53.3％

病床利用率

81.2％

紹介率

61.5％

患者1人1日当た

り入院収益

49,400円

患者1人1日当た

り外来収益

16,150円

29年度

経常収支比率

100.6％

職員給与対偉業収益比

率

53.3％

病床利用率

81.2％

紹介率

61.5％

患者1人1日当たり入院

収益

49,400円

患者1人1日当たり外来

収益

16,150円

経営企画

課

目標 担当課

67

68

69

70

⑤公営企業の経営健全化

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表
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後発医薬品（ジェネリック医薬

品）の使用促進を図る。

後発医薬品（ジェネリック医薬品）の利用を

促進し、被保険者の負担軽減と医療費適正

化の推進に資することを目的とし、当市にお

ける国民健康保険被保険者約25,000人のレ

セプトデータから、がんや精神疾患を推測さ

れる医薬品を服用している被保険者以外

で、継続的に医薬品を服用し自己負担額を

200円以上程度軽減できる被保険者から上

位2,500人（約１割）に対し、後発医薬品に切

り替えた場合に見込まれる自己負担額の軽

減額などの差額通知書を年３回作成し送付

する。また、差額通知書を発送後、行動変容

を起こすと思われる翌月の診療分で効果測

定し、金額、人数、後発率等の成果を把握し

て行く予定である。

ジェネリックシー

ルの配布（国保

加入世帯14,782

世帯）

※26年度から実

施

ジェネリックシー

ルの配布

後発医薬品通知

書作成業務委託

契約（単年度）

継続実施

後発医薬品（ジェネリック

医薬品）の使用割合を31

年度末60％以上

国保年金

課

国民健康保険　特定健診・特定

保健指導事業

平成27年度

新たに40歳となる対象者には、受診勧奨の

電話

新たな国保加入者に受診希望調査

65歳到達者説明会（長寿介護課主催）時、

健康講話とともに受診勧奨

特定健診が6月から実施に伴い、街頭広報、

広報掲載、行政広報モニターで周知、公民

館、医療機関にポスター掲示、のぼり旗、タ

ペストリー掲示

川根地区特定健診（集団）は、平成26年まで

は単独で実施していたが、国保総合健診と

して、がん検診と同日に実施する。

土、日の健診の回数を多く実施

糖尿病腎症重症化予防のために、HbAIc6.5

以上の方は、尿中アルブミン検査を追加。

特定保健指導実施率の向上

平成28年度

特定健診実施体制の検討

受診率向上のために、商業施設等を活用し

たイベント開催

国保被保険者向け健康講演会

平成29年度

第3期特定健康診査実施計画策定

特定健診受診率

特定保健指導実

施率向上のため

の取り組み

継続実施 継続実施

特定健診受診率

29年度　55％

特定保健指導実施率

29年度　90％

国保年金

課

71

72
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訪問看護ステーションの体制を

整備し、業務改善を促進する。

平成27年度は、新規利用者から一回の訪問

時間の短縮を図り、訪問看護数を増やす取

り組みを行う。また、複数訪問等訪問形態を

見直し、加算を算定する。

平成28年度から、市訪問看護ステーションと

病院訪問看護室を統合し、24時間対応で稼

動し加算点数を請求する。

職員体制は、正規職員中心の体制とし、効

率的かつ高度な看護サービスに努め、経営

改善を徹底する。

診療報酬や介護報酬適用外の自費扱いの

処置料金（死後の処置等）の設定を行い、収

益増を図る。

訪問形態の見直

し

加算算定

28年度訪問看護

ステーション設置

準備

24時間訪問看護

ステーション稼動

継続実施 29年度　黒字転換

健康づくり

課

国民健康保険データヘルスアッ

プ事業

（平成27年度～28年度）

島田市国民健康保険データヘルス計画に基

づく事業の実施

糖尿病性腎症の患者への重症化予防プロ

グラムの作成及び事業の展開

糖尿病性腎症３期・４期患者の病診連携

→腎症病期ステージ３期・４期患者で非専門

医に受診している患者について、市民病院

をはじめとする専門医との連携を進める

＊静岡県公立法人静岡県立大学との包括

連携協定連携事業

（平成28年度）

　事業継続の検証・総括

（平成29年度以降）

　市単独事業として継続実施

重症化予防プロ

グラムの作成及

び事業の展開

継続実施

継続実施（市単

独事業）

糖尿病性腎症の患者へ

の重症化予防プログラム

の実践　250人/年

国保年金

課

74

73
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27年度 28年度 29年度

指定管理者制度を適切に運用

する。

平成27年度に３施設（地域交流センター「歩

歩路」、東海道金谷宿お休み処、川根文化

センターチャリム21）で、外部者による評価を

試行。指定管理者及び施設所管課に評価方

法についてヒアリングを実施し、今後の実施

方法について検討を行う。

指定管理者の更新、導入等について、適切

に運用する。

外部者による評

価試行

検証

制度の適切な運

用

指定予定　１施設

更新予定　８施設

検証結果を踏ま

え評価実施

制度の適切な運

用

更新予定　８施設

検証結果を踏ま

え評価実施

制度の適切な運

用

更新予定　７施設

27年度　外部評価者によ

る評価施行・検証・結果

反映

制度の適切な運用

経営管理

課

島田市こども館へ指定管理者

制度の導入

民間組織の経営力・想像力を活用すること

で利用者サービスの向上及びコスト削減を

図るため、東海ビル管理株式会社へ指定管

理を行い、適正な管理に努める。

指定管理者によ

る管理運営

継続実施 継続実施

27年度　指定管理者によ

る管理運営開始

子育て応

援課

田代の郷温泉に指定管理者制

度を導入して効果的・効率的な

運営を図る。

指定管理者制度導入に向けて条例の一部

改正を行う。平成27年８月に公募、10月に候

補者の決定、12月議会の議決により指定管

理者を決定する。

指定管理者決定後、施設の管理運営に係る

協定書を締結し、平成28年４月から指定管

理者による施設運営を行う予定。

６月：条例改正

８～10月：公募・

プレゼン・候補者

決定

12月：指定管理

者決定

３月・協定書締結

指定管理者によ

る管理運営

継続実施

田代の郷温泉の経営の

合理化、事業の多様化な

ど、民間の経営ノウハウ

を導入することで、効率

的な経営が期待でき、市

の財政負担の軽減が図

られることに加え、市民

サービスの更なる充実が

期待できることから指定

管理者制度を導入する。

観光課

「島田市立保育園民営化計画」

に基づき民営化を進めていく。

かわね保育園役員会への出席、かわね保

育園保護者会（説明会）の開催

移管先法人選考委員会の設置、移管先法

人の募集、選考を実施

移管先法人施設の見学、施設改修、例規改

正（保育所の廃止）

かわね保育園民

営化説明会実施

移管先法人の決

定・視察

施設改修

引継ぎ保育の実

施

例規改正（保育

所の廃止）

かわね保育園民

営化

（４月～）

29年度　かわね保育園

の民営化

保育支援

課

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

⑥⑥⑥⑥民間能力民間能力民間能力民間能力のののの活用活用活用活用

76

77

78

75
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中部学校給食センターの調理

業務

中部学校給食センターの調理業務の民間委

託の方向性と実施時期の検討

課題の洗出し、調

査

人事配置・方向

性の検討

方針・委託時期

の決定

中部学校給食センターの

調理業務を民間委託す

る。

学校給食

課

料金収納業務の民間委託

現在の委託先は、平成28年度末で契約期間

が満了となる。そのため、28年度に入札を予

定している。

メーターの撤去と出庫業務の委託は、28年4

月から実施を検討

継続実施

入札

継続実施

継続実施

収納率の維持向上

メーター撤去の委託

メーター出庫業務の委託

水道課

市民課窓口業務を民間へ委託

する。

次期事業者を選定する。

必要に応じて、委託業務の内容を変更す

る。

継続実施 継続実施

次期事業者の選

定・契約更新

必要に応じて委

託業務の内容の

変更

継続実施

引き続き民間委託を行

い、安定的な業務運営の

継続と更なる市民サービ

スの向上を目指す。

コンビニ交付の実施に関

する方針決定及び導入

計画の作成に伴い、必要

に応じて委託業務の内容

を変更する。

市民課

ふるさと寄附金記念品送付事

業（再掲）

平成27年度は、ふるさと寄附金事業のより

効率的な運営を行うために、専門業者に業

務委託を行う。これにより、より安心、安全を

考慮した記念品の手配が可能となる。また、

ポータルサイトへの商品掲載により、商品名

や企業名等の露出が増し、島田市の地場産

業をよりPRするチャンスとなり、島田市のさ

らなる魅力アップに繋げていく。

平成28年度以降も随時記念品の見直しを行

い、地元業者の協力者を募っていく。

業者への業務委

託

記念品の随時見

直し

地元業者への協

力依頼

継続実施 継続実施

島田市のPRに繋がる魅

力的な地場産品を、ふる

さと納税者に贈る記念品

とするために、地元業者

と連携・協力を図ってい

く。また、民間ならではの

アイディア等を取り入れ

ながら、記念品を随時リ

ニューアルしていく。

協働推進

課

27年度 28年度 29年度

島田市茶業振興協会の運営体

制の見直し

茶業振興協会の運営体制の見直しを図るた

め、問題点を洗い出し、運営体制の見直し

（案）を作成、協会において協議を行い、効

率的かつ効果的な運営体制を整備する。

問題点の洗い出

し

運営体制の見直

し（案）作成

関係機関との協

議

新体制での運営

29年度　運営体制の強

化

農林課

81

目標 担当課

82

⑦⑦⑦⑦外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体のののの見直見直見直見直しししし

取組内容 ３年間の具体的な取組

80

-

79

№

工程表
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27年度 28年度 29年度

収納率向上のため、徹底した

徴収対策を強化する

滞納整理の年間計画を立て、これに基づき

督促、催告事務を徹底していく。

平成24年度から実施している児童手当支給

月による納付相談（現金納付）を引続き実施

していく。悪質滞納者には、滞納処分を実施

し収納率の向上に努めていく。

現年度分

収納率99.0%

過年度分

収納率21.1%

現年度分

収納率99.1%

過年度分

収納率22.1%

現年度分

収納率99.2%

過年度分

収納率23.1%

29年度

現年度分

保育料収納率99.2％

過年度分

保育料収納率23.1%

保育支援

課

財源の確保とともに、納税の責

任と公平性の観点から、国民健

康保険税の収納率を向上させ

る。

催告書の送付、休日納税相談の開設（５月、

９月、12月、３月）

国保税納税通知書発送時や分割納付など

様々な機会を捉えて口座振替を勧奨する。

差押予告書を発送しても納付がない者に対

しては、早期に財産調査を実施し、滞納処分

に着手する。

滞納整理に関する情報収集や徴収連携の

ため、納税課と相互協力体制を密にする。

高額・悪質滞納者の中でも困難事案につい

ては、静岡地方税滞納整理機構へ徴収事務

の引継ぎを行う。

給付（高額療養費・葬祭費など）申請者、短

期被保険者証及び資格証明書の交付者に

対する納付指導の強化を図る。

社会保険加入者への国保脱退の勧奨等を

行い、資格の適正化を継続する。

滞納者への簡易申告書提出を勧奨する。

居所不明者の実態調査を実施する。

現年収納率

94.40%

（対前年度比

0.3％増）

現年収納率

94.70%

（対前年度比

0.3％増）

現年収納率

95.00%

（対前年度比

0.3％増）

29年度までに現年収納

率を95%とする。

国保年金

課

給食費の収納率を向上させる。

収納率向上のため、児童手当の現金支給に

よる納付相談や申出による天引での徴収を

実施するとともに、関係部署や学校等の連

携を強化するなど、徴収対策を強化する。児

童手当納付相談は年3回実施する。児童手

当が支給されない世帯は、訪問徴収で収納

する。

児童手当納付相

談、訪問徴収の

実施

児童手当納付相

談、訪問徴収の

実施

児童手当納付相

談、訪問徴収の

実施

現年度収納率

99.8％以上

過年度収納率

30.0％以上

学校給食

課

83

84

85

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

⑧⑧⑧⑧市税等市税等市税等市税等、、、、収納率収納率収納率収納率のののの維持維持維持維持・・・・向上向上向上向上
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税債権の適正な管理を図る。

平成27年度

コンビニ収納の確実な実施

地方税法改正に係る条例改正とそれに

伴う基準作成

督促手数料廃止に向けた調査・調整

平成28年度

滞納整理システムを導入し、債権管理を行

う。

督促手数料廃止に関する条例改正

平成28～29年度

クレジット収納等納税環境整備の可能性調

査を行う。県派遣職員の受入により、徴収体

制の改善を行う。

条例改正

基準作成

コンビニ収納の確

実な実施

督促手数料廃

止に向けた調

査・調整

条例施行

納税環境整備の

ための調査実施

県派遣職員の受

入

督促手数料に

関する条例改

正

納税環境整備の

ための調査実施

県派遣職員の受

入

滞納整理システ

ムの導入

督促手数料廃

止

収納率

現年分

対前年比＋0.01％

滞納繰越分

前年収納率を維持

督促手数料廃止（29

年度）

納税課

未収金対策強化（未収金の回

収増加、事前に未収金の発生

防止）

過年度未収金の徴収は、訪問集金額増や

督促ルールの徹底など従来の方法に加え、

平成27年度は未収金を取り扱う法律事務所

との契約により未収金の回収を強化する。

当年度発生未収金は、未収情報の院内共

有、限度額認定証の利用促進、公的機関へ

の働きかけ、入院時面談など、未収発生前

の早期対応により、発生未収額を抑える。

未収金対策強化

(法律事務所との

契約)

継続実施 継続実施

平成29年度　過年度未

収金の減少

（当年度発生未収額が過

年度未収金徴収額を下

回る）

過年度未収金徴収額

目標：H27…3,500万円/

年

H28・H29・・対前年比増

当年度発生未収額

目標：H27…3,500万円/

年

H28・H29・・対前年比減

医事課

市営住宅の入居者募集を現在

の空家募集から待機募集に変

更する。

平成27年度から待機募集(大草、中河町、南

原、身成住宅)を実施する。更に平成28年度

からは、伊太第三、第四住宅の待機募集を

実施する。

募集については、広報紙、告示板、HP、各

支所等へのチラシ掲示等を実施し、随時入

居出来るよう待機募集の広報を実施してい

く。

大草、中河町、南

原、身成住宅の

待機募集実施

伊太第三、第四

住宅の待機募集

住宅の追加実施

５住宅団地の待

機募集を引き続

き実施

空家の発生した住宅に

待機者が速やかに入居

できるようにする。

常に満室の状態にする。

建築住宅

課

86

87

88
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ふるさと寄附金記念品送付事

業（再掲）

平成27年度は、ふるさと寄附金事業のより

効率的な運営を行うために、専門業者に業

務委託を行う。これにより、より安心、安全を

考慮した記念品の手配が可能となる。また、

ポータルサイトへの商品掲載により、商品名

や企業名等の露出が増し、島田市の地場産

業をよりPRするチャンスとなり、島田市の魅

力アップに伴うふるさと納税者の増加を目指

す。

平成28年度以降も随時見直しを行い、ふる

さと寄附金事業を通じて島田市の魅力をPR

していく。

業者への業務委

託

記念品の随時見

直し

対外的な島田PR

推進

継続実施 継続実施

記念品を随時リニューア

ルし、魅力ある地場産品

を導入することにより、さ

らなる地域振興を目指

し、同時に島田市を応援

するふるさと納税者の増

加を目指す。

協働推進

課

27年度 28年度 29年度

公共工事におけるコスト縮減施

策の実施

行動計画に基づき、公共工事コスト縮減に

取り組んでいく。

年間の縮減額、縮減率、取組件数を集計す

る。

次期行動計画の策定に向け、取組内容の見

直しを検討する。

年間工事を３期に

分け、各課からの

報告を集計する。

継続実施 継続実施

公共工事におけるコスト

縮減の意識の定着を目

的とする。

総務課

工事積算に関する職員のコスト

意識の向上を図る。

情報収集及び従来工法と新工法の比較検

討を行い、その結果を島田市建設技術協会

等において事例発表を行い情報の共有化に

努め、工事積算に反映させていく。

情報収集及び従

来工法と新工法

の比較検討を行

う。

島田市建設技術

協会にて、事例

発表を行い、情報

の共有化を図る。

工事積算に反映

させる。

２９年度までに、職員のコ

スト意識の向上を図る。

時間的コスト・サイクルコ

ストの縮減を図る。

（26年度実績の1.41％の

1.5倍（2.1%）を目標とす

る。）

建設課

工程表

目標 担当課

90

取組内容

89

⑨⑨⑨⑨職員職員職員職員のコストのコストのコストのコスト意識意識意識意識のののの徹底徹底徹底徹底

３年間の具体的な取組

－
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①①①①行政情報行政情報行政情報行政情報のののの積極的積極的積極的積極的なななな開示開示開示開示　　　　②②②②市民市民市民市民にとってにとってにとってにとって有用有用有用有用でででで分分分分かりやすいかりやすいかりやすいかりやすい情報情報情報情報のののの提供提供提供提供

27年度 28年度 29年度

記者提供資料の適性化を図る

ためのマニュアルの作成及び

周知

ケースに応じた記者提供資料のマニュアル

を作成し、各課に情報提供資料の作成基準

を周知する。この基準に沿って作成すること

で記者提供資料の質の向上を図る。また、

標準化するためのシステムの検討も併せて

行う。

基準作成 基準の理解促進 質の向上

記者提供資料の標準化

記者提供資料作成基準

の理解の促進

広報課

島田市附属機関等の会議の公

開・会議の公表

制度の周知

公開の対象となる会議の拡大検討

制度の周知

事務改善

継続実施 継続実施

情報公開コーナーへの

公表とホームページへの

掲載について事務フロー

を見直し改善を図る。

経営管理

課

新病院建設に関する情報を適

時公表する。

新病院建設事業について、事業の進捗状況

に合わせて適切な時期に広報紙やWEBサイ

ト等において広報し周知を図る。

27～29年度

新病院建設基本計画を

策定し、その概要につい

て公表する。

新病院建設基本設計を

完了し、その概要につい

て公表する。

新病院建設実施設計を

完了し、その概要につい

て公表する。

病院建設

推進課

27年度 28年度 29年度

コンビニにおける証明書交付の

実施

コンビニ交付の導入に係る経費、スケジュー

ル、課題などを調査・検討する。

関係課と実施内容等を協議する。

コンビニ交付の導入計画を作成する。

あわせて、土曜日開庁・平日時間延長業

務、行政サービスセンターのあり方について

検討する。

導入に係る経費・

スケジュール等

の調査

関係課との調整

方針決定

導入計画の作成

開始に伴う予算

措置

印鑑条例の改正

各種申請、契約

等

事業開始

継続実施

28年１月から交付が開始

される個人番号カードを

利用し、全国のコンビニ

で証明書を交付するサー

ビスを平成28年度中に開

始する。

市民課

工程表

目標 担当課

①新病院建設基本計画の公表

②新病院建設基本設計の公表

③新病院建設実施設計の公表

※詳細な事業スケジュールについては検討中

94

③③③③手続手続手続手続きのきのきのきの簡略化簡略化簡略化簡略化とととと窓口窓口窓口窓口のワンストップのワンストップのワンストップのワンストップ化化化化

93

№ 取組内容

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

６６６６　　　　市民市民市民市民とのとのとのとの協働体制協働体制協働体制協働体制のののの構築構築構築構築

(1)透明性(1)透明性(1)透明性(1)透明性のののの向上向上向上向上とととと信頼信頼信頼信頼のののの確保確保確保確保

３年間の具体的な取組

91

92
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補助金等の申請・支払業務の

見直し

平成27年度中に要綱改正、自治会への制

度変更の趣旨説明・周知を行い、平成28年

度当初から改正後の要綱で運用する。

方針決定

要綱改正

自治会への周知

改正後の規定を

適用

継続実施

自治会活動活性化補助

金と文書配布手数料を

併せて交付する手続きに

変更し、内容チェック、交

付決定・確定通知発送業

務、支払業務に係る職員

の手間と時間の短縮及

び自治会役員の事務手

続きの削減を図る。

協働推進

課

補助金等の申請・支払業務の

見直し（再掲）

平成27年度中に各所属の意向確認及び整

理を行い、行政経営会議等必要な機関での

協議、手続き、自治会への周知等を経て、

29年度から実行する。

各課照会

方針決定

諸協議、手続き

自治会への周知

実施

自治会活動活性化事業

費補助金と文書配付手

数料以外に統合可能な

補助金はないか、また、

補助金交付事務そのも

のを協働推進課に移管

可能か各所属の意向を

確認し、補助金の統合や

交付事務の一本化（また

は窓口受付のみ一本化）

の方針を決定し、実行す

る。

協働推進

課

27年度 28年度 29年度

年間研修計画に沿った研修の

実施（再掲）

毎年職員研修計画を策定し、自主研修、職

場実務研修、職場外研修を実施している。

職場実務研修では、庁内実務研修として、

会計事務や契約事務等実務を学ぶ研修だ

けでなく、地方創生等の新鮮な話題を時期

を得て行うとともに、職員のプレゼンテーショ

ン能力の向上も併せて目的としていく。

職場外研修では、定例の階層別研修だけで

なく、市町村アカデミー等派遣研修に加え、

講演会研修として「時局講演会」を開催し、

潮流を知る組織風土の醸成に取り組むもの

とする。

自主研修

職場実務研修

職場外研修

継続実施 継続実施

庁内実務講座

開催回数

10回／年間

参加人数

500人／年間

人事課

-

95

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

④④④④職員職員職員職員のののの接遇接遇接遇接遇・・・・説明能力説明能力説明能力説明能力のののの養成養成養成養成

-
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27年度 28年度 29年度

実質的なマニュアルの整備によ

り、体制の強化を図る。（再掲）

マニュアルを作成し、職員同士見直し改定し

ていく。

マニュアルを作成

見直し、改訂、追

加

見直し、改訂、追

加

事務の目的・概要、対応

方法、電算入力手順等、

事務が簡潔にわかるマ

ニュアルを作成し、効率

的な事務執行と個人負

担の軽減を図る。

川根地域

総合課

金谷南地

域総合課

金谷北地

域総合課

27年度 28年度 29年度

自治基本条例を制定し、適正な

運用を図る。

市民で構成する自治基本条例を考える市民

会議が市民意見の集約を行いつつ、条例で

定めるべき項目や内容を検討し、庁内組織

である自治基本条例制定委員会（作業部

会）が条文を作成する。また、議会に関する

条文については市議会と調整を図りながら

進めていく。

条文の作成

市民意見の集約

市民等への周知

条文の作成

パブリック・コメン

ト

４月自治基本条

例施行

29年度　自治基本条例

施行

地域づくり

課

27年度 28年度 29年度

ファシリテーター養成研修

社会に積極的に関わっていく地域まちづくり

リーダーの育成を継続して行っていき、市民

が主体となるさまざまなまちづくりの取り組

みの活性化を目指す。

地域まちづくり

リーダーの育成

継続実施 継続実施

ファシリテーターとしての

能力を習得し、身につけ

た知識・技法をもとに、地

域の担い手として活躍す

る場を広げ、協働意欲の

促進を図る。

協働推進

課

地域防災リーダーを養成し、自

主防災組織の災害対応力を強

化する。

自主防災会長・委員長会議での案内や広報

紙で募集する。

女性、中高生を対象とした講座の新設を検

討する。

会長・委員長会

議での案内と広

報紙で募集

女性、中高生を

対象とした講座の

検討

女性、中高生を

対象とした講座の

実施

自主防災組織に最低で

も２人の地域防災リー

ダーを育成する。

50人／年育成

危機管理

課

目標 担当課

②まちづくりリーダーの②まちづくりリーダーの②まちづくりリーダーの②まちづくりリーダーの養成養成養成養成

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

98

97

目標 担当課

-

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

(2)市民協働(2)市民協働(2)市民協働(2)市民協働のののの推進推進推進推進

①①①①自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例のののの制定制定制定制定・・・・運用運用運用運用

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

⑤⑤⑤⑤作業手順書作業手順書作業手順書作業手順書のののの作成作成作成作成とととと活用活用活用活用（（（（再掲再掲再掲再掲））））

96
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27年度 28年度 29年度

まちづくり支援事業交付金事業

（再掲）

平成27年度は、各課に自課に関連する事業

の把握と市民団体関係者との意見交換をし

てもらうため事業報告会への参加を求める。

初年度以降の所管課と市民団体との関わり

方、予算措置等について検討を行う。予算

措置などの条件がクリアできた場合は、平成

28年度から新たな体制により事業実施をす

る。

所管課と市民団

体との意見交換

の場創設

継続実施 継続実施

申請事業に関連する所

管課と事業実施団体との

連携により市独自では効

果・実績を出すまでに時

間や予算がかかるなど

の問題の解消を図り、併

せて市民団体の活動内

容を把握することにより

協働のまちづくりを推進

する。所管課が関係する

ことにより活発な活動を

促す。

協働推進

課

30歳の同窓会実施事業

【具体的内容】

（期待される効果）

同窓会をきっかけに地域参加を促す。

日常的に相談・協力し合える仲間を作る。

同窓生による情報交換でビジネスチャンス

のきっかけを作る。

未婚男女の出会いの場を提供する。

若者を通じて市政情報を拡散していく。

（実行委員会）

30歳の各中学校の卒業生代表 ・島田市商

工会議所・島田市商工会

島田青年会議所・同窓会支援企業 ・静岡県

立大学学生・島田市

大学との事業実

施調整

島田市商工会議

所、島田市商工

会、島田青年会

議所に運営等の

補助の依頼（予

算措置）

事業実施 事業実施

30歳は人生の転換期と

いわれ、転職、結婚等の

機会と捉え、「30歳の同

窓会」を開催し、本市の

将来を担う30歳の若者

が、自らの手で作り上げ

る地域活性化イベントに

より、旧友との絆を復活

させ、また新たなつなが

りを生み出す。

さらに、転出者をターゲッ

トとした移住・定住施策

のＰＲによる移住・定住

の促進を図る。

協働推進

課

人々が集まる蓬莱橋付近の大

井川河川敷を民間に積極的に

解放し利活用を促す。

国土交通省静岡河川事務所の全面的な協

力を得ながら取組む。

勉強会の開催。市の窓口等を決める。

現地視察

協議会を設立する。

オープンカフェの出店条件等を決定し、公募

する。

カフェの建設・営業

※ 蓬莱橋関連のイベント時や自主的に機会

を設けて、事業の啓発活動を積極的に実施

していく。

国交省による勉

強会

モデル的出店

現地視察

協議会設立

出店事業者募集

要項

出店事業者募集

河川占用申請

施設設置

営業

29年度までに蓬莱橋付

近の河川敷で民間（協議

会）によりオープンカフェ

（茶店）等を営業する。

建設課100

③③③③市民同士市民同士市民同士市民同士やややや市民市民市民市民とととと行政行政行政行政がががが対話対話対話対話するするするする場場場場のののの創設創設創設創設

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

－

99
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27年度 28年度 29年度

市長への手紙の内容、回答を

ホームページ上に掲載する。

平成27年度中に、要領を制定し、全庁に周

知する。

同年度中に、市長への手紙の内容・回答の

概要を月別に市ホームページ上に掲載す

る。

要領の制定、全

庁周知

内容・回答概要を

市ＨＰに掲載

継続実施 継続実施

要領を制定し、全庁に周

知することで、効率的な

対応、回答までの時間短

縮につなげる。

市長への手紙の内容・回

答の概要を月別に市

ホームページ上に掲載す

る。

協働推進

課

移動市長室の実施

平成27年度

コミュニティ委員会単位、小学校学区単位で

の実施

【想定地区】六合地区、第一小学校～第五

小学校地区

平成28年度

コミュニティ委員会単位、小学校学区単位で

の実施

【想定地区】初倉地区、金谷地区、川根地

区、伊久身地区

平成29年度

コミュニティ委員会単位、小学校学区単位で

の実施

【想定地区】神座・鵜網地区、相賀地区、大

津地区、伊太地区

市内に９つあるコミュニ

ティ委員会単位に移動市

長室を実施する。

島田市街地（旧市内）に

は、コミュニティ委員会組

織がないため、小学校学

区単位での実施を検討

する。

なお、年度をまたいで実

施する。

協働推進

課

市民等の意見を把握し市政に

反映させるため、パブリックコメ

ントの実施の徹底を図る。

職員に実施手引の活用を促し、制度の目

的、対象、提出された意見等の適正な取扱

い等を周知し、実施の徹底を図る。

制度の周知

実施の徹底

継続実施 継続実施 実施の徹底を図る。

経営管理

課

取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

101

102

103

№ 目標 担当課

④④④④市民市民市民市民のののの意見意見意見意見をををを行政行政行政行政にににに反映反映反映反映させるさせるさせるさせる仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり

コミュニティ委員会単位、小学校学区単位での実施
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27年度 28年度 29年度

市民団体の活動の場の整備

（平成27年度）

　島田市公共施設白書に基づく、再配置計

画の検討結果に基づき、既存公共施設の空

きスペースの確保を検討する。（島田・金谷・

川根地区別の必要性）

（平成28年度）

　活動拠点の運用指針を策定し、市民活動

団体に周知を図る。

　運用に係る管理団体等の選定作業

（平成29年度）

　活動拠点の運用開始

既存公共施設で

の検討

運用指針の策

定、運用管理団

体の選定

運用開始

ＮＰＯ法人、市民活動団

体等への支援策の一つ

として、既存の公共施設

の一部を活動拠点等とし

て提供することを検討し、

早期に結論を出す。

協働推進

課

27年度 28年度 29年度

まちづくり支援事業交付金の活

用（再掲）

平成27年度は、各課に自課に関連する事業

の把握と市民団体関係者との意見交換をし

てもらうため事業報告会への参加を求める。

初年度以降の所管課と市民団体との関わり

方、予算措置等について検討を行い、要綱

改正など必要な事務手続きを行う。予算措

置などの条件がクリアできた場合は、平成

28年度から新たな体制により事業実施をす

る。

要綱改正・予算

措置

制度周知

改正後要綱適用 継続実施

申請事業に関連する所

管課と事業実施団体との

連携により市独自では効

果・実績を出すまでに時

間や予算がかかるなど

の問題の解消を図り、併

せて市民団体の活動内

容を把握することにより

協働のまちづくりを推進

する。所管課が関係する

ことにより活発な活動を

促す。

協働推進

課

№

104

№

－

取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

⑤⑤⑤⑤市民団体市民団体市民団体市民団体のののの活動活動活動活動のののの場場場場のののの整備整備整備整備

⑥⑥⑥⑥市民活動市民活動市民活動市民活動をををを支援支援支援支援するするするする制度制度制度制度のののの充実充実充実充実

取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課
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大学との包括連携協定（ＮＰＯ

など市民団体との協働の推進）

平成27年度に市庁内において連携事業を調

査した結果、36事業が候補として提出された

ため、実施可能事業を県立大学と協議の

上、随時取り組みを開始する。（ＣＯＣ事業、

受託事業を区分する。）

包括連携協定の

締結

連携事業に係る

補正予算措置

連携事業の実施

学生ワーキング

スペースの確保

ＣＯＣ＋の連携に

よる、雇用創出・

若者地元定着の

促進（地方創生

関連）に向けた検

討

島田市と静岡県立大学

は、様々な分野に関する

地域の課題解決や活性

化を図るために、豊富な

資源を有する大学と市と

の協力関係を、今まで以

上に強化することにより、

協働を基調としたまちづ

くりを構築することを目的

として、包括的・継続的な

連携を推進する。

協定の締結を機に、行政

課題への大学等の参画

による地域振興、人材育

成の実現、大学の社会

貢献活動の拡充、大学

の教育に貢献することな

ど、大学、市、双方にとっ

て有益で継続性のある連

携を進めていく。

協働推進

課

市民団体との協働の推進

学校図書館が川根図書館と一体となること

により、学校への一般人が侵入することの

安全性が心配されているため、地域ボラン

ティアによる、安全対策を実施する。

地域ボランティアの協力を得て、郷土の特性

を子ども達へ伝達することにより、郷土の良

さを知り、学び、身近な地域の事に興味を持

ち、郷土愛に目ざめてもらえる場としたい。

学校図書と図書

館活動の一体化

と学校の安全対

策（見守り）の確

立

子どもたちと地域

とがかかわりを持

てる事業の展開

子どもたちが積極

的に地域活動に

かかわりを持ちた

くなる事業の展開

学校図書と図書館が一

体となって活動する事に

加え、郷土への理解を深

めるため、地域の素晴ら

しさ、伝統等の情報を提

供する場としたい。

図書館課

花をとおして住み良い環境づく

りのために「花の会」を結成し、

地域の花壇の維持管理を行う

地域花壇の適切な維持管理に取り組むため

に県が主催する講演会などに積極的に参加

し栽培技術等の習得に努める

花の種子配布事業などのグリーンバンク事

業を積極的に活用して住み良い環境づくりを

行う

植栽及び地域花

壇の維持管理、

公共施設へのプ

ランター提供、学

校・福祉施設へ

の草花の提供、

会員の新規入会

支援

継続実施 継続実施

市民が安らぎを感じ、快

適に暮らせるよう、緑に

囲まれた憩いの場がたく

さんある都市空間を作る

市民による自発的な緑化

活動により緑溢れる生活

環境を作る

市街地整

備課

107

106

105
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27年度 28年度 29年度

島田市ゆめ・みらい百人会議

平成27年度は、２年間の任期の集大成とも

いえる提案発表会を開催し、市の政策に対

する意見を聴取、可能な範囲で今後のまち

づくり（市政運営）への反映に努める。今後

は、活動で培われた実績・経験をもとに、市

民が主体となったまちづくり推進を目指すべ

く人材の活用を図っていき、自主的・積極的

な活動を行うための支援を行っていく。

意見聴取

市政に反映

人材活用

助成金等による

支援

継続実施

幅広い分野の市民が自

主的に参加し、ともに学

び、ともに研究し、行動

し、共感し、支え合う場を

作ることにより、市民に関

わる問題（公共）につい

て、行政だけが担うので

はなく、市民全体が力を

出し合って担っていくよう

に、市民主体のまちづく

りを目指した人材育成・

人材活用を行う。

協働推進

課

27年度 28年度 29年度

青少年への性の正しい知識の

啓蒙

今までこのような出前授業は行なっていな

かったが、看護学校の教員が命の誕生につ

いて、性に関する正しい知識を疾患も関連さ

せてわかりやすく講義することができる。講

義で使用する教材も学校にあるため、有効

と考える。行なえる出前授業の内容を小中

学校にお知らせし、日程と講義を受ける生徒

の年齢も考慮し授業を行なう。

内容、計画検討

実施

結果検証

継続実施

小中学校への出前授業

を年間１件以上

教務課109

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

⑦⑦⑦⑦市民市民市民市民のののの能力能力能力能力のののの発掘発掘発掘発掘とととと活用活用活用活用

目標 担当課

108

№ 取組内容 ３年間の具体的な取組

工程表

目標 担当課

⑧⑧⑧⑧職員職員職員職員のののの地域活動地域活動地域活動地域活動へのへのへのへの参加参加参加参加
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